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予算編成について 

 

平成 30 年度の予算を編成するにあたり、予算に影響を及ぼす外的な要因を、

次のように見込みました。 

まず、歳入予算における市税については、土地区画整理事業施行地区や公

園西駅周辺地区の民間宅地開発により良好な住環境が整備されることにより、

人口増加が見込まれることや、大規模商業施設に対する課税の開始、長久手

中央土地区画整理事業地内において、順次仮換地課税が開始されることから、

税収の増加を見込みました。 

一方、歳出予算については、急速な需要増に対応するための社会保障関連

経費のほか、子育て世代の増加による需要増に対応するための社会基盤整備、

社会の課題を「我が事」としてとらえ、「丸ごと」の体制で解決していく「地

域共生社会」を目指し、様々な取組を行うための予算を重点的に措置しまし

た。 

子育て世代の増加による需要増への対応としては、小学校の増築や児童福

祉施設の整備のほか、老朽化した学校施設の改修を進めるために必要な予算

を見込みました。また、社会保障関係経費についても需要増に対応していく

必要があることから、大幅な増加を見込み、歳出全体としても平成 29 年度を

上回る予算を見込みました。 

これらの財源を確保するため、経常経費を圧縮したほか、地方債の借入れ

や基金からの取崩しを行うなど、厳しい予算編成となりました。 

 

本市では、将来世代に過度に負担を残さないよう健全財政を維持していく

ことを念頭に、将来の税収増につながるリニモ沿線を中心とした地区におけ

る土地区画整理事業などの都市基盤整備については、機を逃すことなく取り

組むとともに、高齢者支援施策、子育て環境の整備拡充など、本市を取り巻

く喫緊の課題に対応するため、「つながり」「あんしん」「みどり」の３つの理

念に基づき、予算を編成しました。 
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１ 各会計の予算規模 

 平成 30 年度一般会計の予算規模は、190 億 6,000 万円、対前年度比 16 億

8,000 万円、9.7％の増加で、過去最大規模となりました。 

また、特別会計の予算規模は、84 億 120 万 2 千円で、対前年度比 20 億 9,719

万 7 千円、20.0％の減となりました。ただし、この特別会計の減額の要因は、

平成 30 年度から法適用化される公共下水道事業及び農村集落家庭排水施設

事業が、特別会計から企業会計の下水道事業会計として別途計上することと

なったことによるもので、下水道事業会計は、26 億 9,936 万 5 千円の予算規

模となっています。 

この結果、一般会計、特別会計及び企業会計の総額は、301 億 6,056 万 7

千円で、対前年度比 22 億 8,216 万 8 千円、8.2％の増加となっています。 

                             単位:千円・％ 

 

※公共下水道事業特別会計及び農村集落家庭排水施設特別会計は、地方公営企業法適用に伴い、下

水道事業会計に移行します。下水道事業会計の合計金額は、収益的収支及び資本的収支の支出の

合計額であり、発生主義の考え方に基づき減価償却費等を含んだ額となります。 

会 計 名 平成30年度 平成29年度 差　引 増減率

一 般 会 計 19,060,000 17,380,000 1,680,000 9.7

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計

3,775,805 4,363,948 △ 588,143 △ 13.5

土 地 取 得
特 別 会 計

300,419 200,402 100,017 49.9

公 共 下 水 道 事業
特 別 会 計

－ 1,687,530 △ 1,687,530 皆減

農 村 集 落 家 庭排
水 施 設 特 別 会計

－ 103,756 △ 103,756 皆減

介 護 保 険
特 別 会 計

2,499,914 2,305,841 194,073 8.4

後 期 高 齢 者 医療
特 別 会 計

916,703 814,878 101,825 12.5

卯 塚 墓 園 事 業
特 別 会 計

102,308 199,101 △ 96,793 △ 48.6

公園西駅周辺土地
区 画 整 理 事 業
特 別 会 計

806,053 822,943 △ 16,890 △ 2.1

特 別 会 計 小 計 8,401,202 10,498,399 △ 2,097,197 △ 20.0

下 水 道 事 業 会 計 2,699,365 － 2,699,365 皆増

合 計 30,160,567 27,878,399 2,282,168 8.2

特
　
別
　
会
　
計
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２ 一般会計歳入の概要 

(1) 市税 

個人市民税は、人口増を見込み、対前年度比 2 億 7,925 万 9 千円、6.1％

の増加を、固定資産税については、土地区画整理地区や民間開発による住

宅建築の着工件数が増加するほか、大規模商業施設の開業や、長久手中央

土地区画整理事業地内での仮換地課税開始等による税収増を見込み、対前

年度比で 4 億 4,467 万 4 千円、9.9％の増加を見込みました。その結果、

市税総額は対前年度比 7億 4,206万 2千円、6.9％の増加となる 114億 6,546

万 6 千円としました。 

 

市税の状況（滞納繰越分を含む）           単位:千円・％ 

 

 

 

平成30年度 平成29年度 差　引 増減率

5,373,766 5,114,220 259,546 5.1

個 人 分 4,885,943 4,606,684 279,259 6.1

法 人 分 487,823 507,536 △ 19,713 △ 3.9

4,918,063 4,473,389 444,674 9.9

819,841 743,849 75,992 10.2

282,727 323,972 △ 41,245 △ 12.7

71,069 67,974 3,095 4.6

11,465,466 10,723,404 742,062 6.9

60.2 61.7 △ 1.5 △ 2.4

軽 自 動 車 税

合 計

一 般 会 計 に 占 める
市 税 の 割 合

税 目

市 民 税

固 定 資 産 税

都 市 計 画 税

市 た ば こ 税
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(2) 歳入予算比較表                  

 

※区分の「自」は自主財源、「依」は依存財源 

※表示数値未満四捨五入のため、積上げと合計が合わない場合があります。 

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

自 1 市 税 11,465,466 60.2 10,723,404 61.7 742,062 6.9

依 2 地 方 譲 与 税 115,000 0.6 115,000 0.7 0 0.0

依 3 利 子 割交 付金 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

依 4 配 当 割交 付金 70,000 0.4 70,000 0.4 0 0.0

依 5
株 式 等 譲 渡
所 得 割交 付金 50,000 0.3 67,000 0.4 △ 17,000 △ 25.4

依 6
地 方 消 費 税
交 付 金 970,000 5.1 930,000 5.4 40,000 4.3

依 7
自 動 車取 得税
交 付 金 50,000 0.3 29,000 0.2 21,000 72.4

依 8
地 方 特 例
交 付 金 60,000 0.3 56,000 0.3 4,000 7.1

依 9 地 方 交 付 税 25,000 0.1 25,000 0.1 0 0.0

依 10
交 通 安全 対策
特 別 交 付 金 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

自 11
分 担 金 及 び
負 担 金 378,047 2.0 373,570 2.1 4,477 1.2

自 12
使 用 料 及 び
手 数 料 165,603 0.9 159,470 0.9 6,133 3.8

依 13 国 庫 支 出 金 2,183,203 11.5 1,888,745 10.9 294,458 15.6

依 14 県 支 出 金 1,125,273 5.9 980,230 5.6 145,043 14.8

自 15 財 産 収 入 10,713 0.1 12,435 0.1 △ 1,722 △ 13.8

自 16 寄 附 金 68,702 0.4 50,772 0.3 17,930 35.3

自 17 繰 入 金 606,959 3.2 499,333 2.9 107,626 21.6

自 18 繰 越 金 100,000 0.5 100,000 0.6 0 0.0

自 19 諸 収 入 703,834 3.7 677,041 3.9 26,793 4.0

依 20 市 債 882,200 4.6 593,000 3.4 289,200 48.8

19,060,000 100.0 17,380,000 100.0 1,680,000 9.7

自主財源 13,499,324 70.8 12,596,025 72.5 903,299 7.2

依存財源 5,560,676 29.2 4,783,975 27.5 776,701 16.2

一般財源 13,298,636 69.8 12,515,447 72.0 783,189 6.3

特定財源 5,761,364 30.2 4,864,553 28.0 896,811 18.4

区分

歳　入　合　計

一般会計歳入予算比較表
単位：千円・％

款 名　　　称
平成30年度 平成29年度

差引 増減率
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 (3) 各種交付金 

9 款の地方交付税は、人口の増加に伴う税収の伸びが堅調であり、普通

交付税の不交付措置が継続することが見込まれ、特別交付税のみの 25,000

千円の予算額としました。 

 

(4) 国県支出金 

13 款の国庫支出金は、橋梁長寿命化等修繕事業や土地区画整理事業等を

対象とする社会資本整備総合交付金は対象事業が減ることにより減額する

一方で、扶助費の増加に伴う国庫補助金が大幅に増加することから、全体

で対前年度比 15.6％の増となりました。また、14 款の県支出金についても、

扶助費関連の補助金が増加し、対前年度比で 14.8％の増となりました。 

 

(5) 繰入金 

17 款の繰入金は、長久手小学校亜炭鉱充填工事のために公共施設等管理

基金から 1 億 7,600 万円、北小学校校舎増築事業及び卯塚墓園事業のため

に公共施設等整備基金から 1 億 3,095 万 5 千円を繰入れするほか、必要な

財源を補うため、財政調整基金から 3 億円を繰り入れるなど、対前年度比

21.6％増の 6 億 695 万 9 千円としました。 

（内訳） 

公共施設等管理基金から  176,000 千円 

公共施設等整備基金から  130,955 千円 

財政調整基金から     300,000 千円 

各特別会計繰入金として          4 千円 

 

(6) 市債 

20 款の市債は、北小学校校舎増築事業や長久手中学校大規模改修事業、

北小学校多目的棟新設事業等のために、総額で 8 億 8,220 万円を見込んで

おり、対前年度比で 2 億 8,920 万円、48.8％の増額となっています。 

 

（内訳） 

北中学校区防災倉庫設置事業債      29,700 千円 

南小学校多目的棟新設事業債      70,700 千円 

北小学校多目的棟新設事業債      103,600 千円 
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旧長湫北保育園解体事業債        42,300 千円 

橋梁長寿命化等修繕事業債        54,800 千円 

香流川河川改修事業債          40,300 千円 

新設歩道設置事業債          25,600 千円 

杁ケ池公園改修事業債         67,200 千円 

北小学校校舎増築事業債       304,000 千円 

長久手中学校大規模改修事業債    144,000 千円  
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３ 一般会計歳出の概要 

(1) 歳出予算目的別比較表              単位：千円・％ 

 

※表示数値未満四捨五入のため、積上げと合計が合わない場合があります。 

 

(2) 主な目的別増減  

3 款民生費は、扶助費の増加や南小学校多目的棟新設事業等の実施に伴

い、昨年度より 11 億 4,221 万 3 千円、16.6％の増加となりました。 

5 款農林水産業費は、あぐりん村の改修事業等の実施に伴い、対前年

度比で 26.9％増加しています。 

9 款教育費は、北小学校校舎増築事業や長久手中学校大規模改修事業、

北小学校多目的棟新設事業等の実施により、対前年度比で 18.8％増加し

ています。 

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

1 議 会 費 196,015 1.0 192,686 1.1 3,329 1.7

2 総 務 費 2,309,479 12.1 2,287,625 13.2 21,854 1.0

3 民 生 費 8,014,265 42.0 6,872,052 39.5 1,142,213 16.6

4 衛 生 費 1,305,378 6.8 1,338,192 7.7 △ 32,814 △ 2.5

5 農 林 水 産 業 費 229,298 1.2 180,752 1.0 48,546 26.9

6 商 工 費 122,430 0.6 115,444 0.7 6,986 6.1

7 土 木 費 1,987,283 10.4 1,990,954 11.5 △ 3,671 △ 0.2

8 消 防 費 721,051 3.8 658,218 3.8 62,833 9.5

9 教 育 費 3,712,263 19.5 3,124,517 18.0 587,746 18.8

10 災 害 復 旧 費 2,118 0.0 2,118 0.0 0 0.0

11 公 債 費 430,420 2.3 587,442 3.4 △ 157,022 △ 26.7

12 予 備 費 30,000 0.2 30,000 0.2 0 0.0

19,060,000 100.0 17,380,000 100.0 1,680,000 9.7歳　　出　　合　　計

款 名　　　称
平成30年度 平成29年度

差引 増減率
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(3) 歳出予算性質別比較表             単位：千円・％ 

 

※表示数値未満四捨五入のため、積上げと合計が合わない場合があります。 

(4) 主な性質別増減 

公債費は、文化の家建設事業債の償還が平成 29 年度で終了することから、

対前年度比 26.7％の減額、補助費等は、法適用化に伴う下水道事業への繰

出金が、平成 30 年度から補助金として計上すること、また消防広域化に伴

い、常備消防に係る経費が尾三消防本部への負担金として計上することと

なるため、対前年度比 90.6％の増額となっています。  

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

3,892,155 20.4 4,144,359 23.8 △ 252,204 △ 6.1

う ち 職 員 給 2,455,302 12.9 2,716,047 15.6 △ 260,745 △ 9.6

3,570,299 18.7 3,188,840 18.3 381,459 12.0

430,420 2.3 587,442 3.4 △ 157,022 △ 26.7

7,892,874 41.4 7,920,641 45.6 △ 27,767 △ 0.4

4,521,189 23.7 4,082,486 23.5 438,703 10.7

382,066 2.0 323,304 1.9 58,762 18.2

2,658,950 14.0 1,395,051 8.0 1,263,899 90.6

7,562,205 39.7 5,800,841 33.4 1,761,364 30.4

2,105,252 11.0 1,506,198 8.7 599,054 39.8

2,000 0.0 2,000 0.0 0 0.0

2,107,252 11.1 1,508,198 8.7 599,054 39.7

3,339 0.0 157,627 0.9 △ 154,288 △ 97.9

50,000 0.3 50,000 0.3 0 0.0

1,414,330 7.4 1,912,693 11.0 △ 498,363 △ 26.1

1,467,669 7.7 2,120,320 12.2 △ 652,651 △ 30.8

30,000 0.2 30,000 0.2 0 0.0

19,060,000 100.0 17,380,000 100.0 1,680,000 9.7

投資及び出資金　・
貸　　付　　金

繰 出 金

その他の経費小計

予 備 費

歳 出 合 計

積 立 金

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

義 務 的 経 費 小 計

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

消 費 的 経 費 小 計

普 通 建 設 事 業

災 害 復 旧 費

投 資 的 経 費 小 計

区　　分

平成30年度 平成29年度

差引 増減率
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一般会計予算 歳入の構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計予算 歳出の構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表示数値未満四捨五入のため、積上げと合計が合わない場合があります。 

市税

60.2%

諸収入

3.7%

繰入金

3.2%

分担金・負担金

2.0%

繰越金・寄附金等

0.9%

使用料及び手数料

0.9%

国庫支出金

11.5%

各種交付金、

地方特例交付金

6.6%

県支出金

5.9%

市債

4.6%

地方譲与税

0.6%
地方交付税

（特別）

0.1%

自主

財源

70.8%

依存

財源

29.2% 歳入

190億

6千万円

民生費

42.0%

教育費

19.5%

総務費

12.1%

土木費

10.4%

衛生費

6.8%

消防費

3.8%

公債費

2.3%

その他

3.0%

義務的

経費
41.4%

消費的

経費
39.7%

投資的

経費
11.1%

その他
7.7%

歳出

190億

6千万円
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歳入予算の推移 

金額単位：百万円 

 

 

※表示数値未満四捨五入のため、積上げと合計が合わない場合があります。 

  

9,668 10,042 10,465 10,723
11,465

640
682

698
677

704

1,298

2,326
2,272

1,196

1,3302,080

2,352
2,266

1,889

2,183
891

853
950

980

1,125

1,433

2,145 1,989
1,915

2,252

H26 H27 H28 H29 H30

市税 諸収入

その他の自主財源 国庫支出金

県支出金 その他の依存財源

自
主
財
源
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歳出予算（性質別）の推移 

金額単位：百万円 

 

 

※表示数値未満四捨五入のため、積上げと合計が合わない場合があります。 

  

3,673 3,872 4,047 4,144 3,892

2,723
2,890 2,944 3,189 3,570

648
582 595

587 4301,674
2,072

2,388 1,506
2,1052

2
2

2
2

3,624

3,948

4,082
4,082

4,521292

327

316
323

382

1,434

1,264

1,415
1,395

2,659

1,940

3,442
2,850

2,150

1,498

H26 H27 H28 H29 H30

人件費 扶助費 公債費

普通建設事業費 災害復旧費 物件費

維持補修費 補助費等 その他

義
務
的
経
費

投
資
的

経

費

そ
の
他
の
経
費
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標準財政規模・市債残高・基金残高の推移（一般会計） 

単位：千円 

 

 

 

 

※平成 29 年度決算は現在の見込額、平成 30 年度決算は当初予算計上額による見込額です。 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

標準財政規模 10,231,148 10,782,620 11,124,309 11,401,591 11,613,806

年度末市債残高 6,616,145 6,812,609 7,136,834 7,393,888 7,914,485

年度末基金残高 4,404,119 5,120,296 4,341,533 4,138,025 3,535,351

人口（各年4月1日） 53,173 54,644 55,680 56,627 57,842

市民一人あたり
年度末市債残高

124 125 128 131 137

市民一人あたり
年度末基金残高

83 94 78 73 61

（見込）

（見込）

（見込）

（見込）

（見込）

（見込）

0

20

40

60

80

100

120

140

H26 H27 H28 H29 H30

標準財政規模 年度末市債残高 年度末基金残高

金額単位：億円
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戸籍住民基本台帳整備事業

総合計画事業

みんなで推進する計画を、みんなでつくります 経営企画課

事業費

　本市では、平成２８年度から第６次
総合計画の策定作業に入っています。
平成３０年度は、策定作業により多く
の市民に参加してもらうとともに、そ
の途中経過を全戸配布等でお知らせし
ながら、総合計画を策定します。

9,729 千円 予算書 94～97 ページ

市民課

　コンビニ交付は、マイナンバーカー
ドを利用し、住民票の写し、印鑑登録
証明書、戸籍謄本、戸籍抄本、戸籍の
附票をコンビニ等に設置されているキ
オスク端末で、土日祝日を含め午前６
時３０分から午後１１時まで取得する
ことができます。

戸籍住民基本台帳整備事業

ページ事業費
43,461

（うちコンビニ交付分
6,155）

千円 予算書 140～143

コンビニで住民票等が取得できます
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４　各部等の主要・新規事業
⑴　市長公室

⑵　総務部



地域共生ステーション整備事業

　地方税の滞納整理の専門機関である
愛知県豊田尾張東部地方税滞納整理機
構（構成団体：愛知県・豊明市・日進
市・みよし市・東郷町・長久手市）へ
引き続き参加し、参加市町の協力体制
を構築するとともに、滞納整理に関す
る知識の習得、徴収技術の向上及び徴
収率の向上に努め、「税の公平性」を
守ります。

事業費 600 千円 予算書 136～139 ページ

徴収率の向上に努めます

 徴税事業（愛知県豊田尾張東部地方税滞納整理機構負担金）

収納課

地域共生ステーション整備事業

南小校区に新たな共生ステーションを整備します たつせがある課

　地域活動及び地域交流の拠点となる
地域共生ステーションの整備を各小学
校区で進めています。本事業では、南
小校区に新たな共生ステーションを整
備するための基本設計業務を行いま
す。

ページ事業費 3,700 千円 予算書 116～117
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⑶　くらし文化部



リニモテラス整備事業

市民相談事業

　リニモ長久手古戦場駅前にまちの新
たな顔として「リニモテラス」を整備
し、住民の日常の暮らしを支え、訪れ
る人をもてなす空間を創出します。訪
れる人々にとって「集い」「憩い」
「語らい」の場となる公益施設を整備
するため、平成３０年度は、基本設計
及び実施設計を実施しながら、市民の
みなさんとリニモテラス公益施設につ
いて考えていきます。

事業費 33,418 千円 予算書 112～115 ページ

市民の暮らしを支え、訪れる人をもてなす空間を創出します たつせがある課

市民相談事業

包括的な相談支援で生活再建を図ります 悩みごと相談室

　困りごとを抱えた市民の生活再建を
図るため、関係機関と連携して支援す
るほか、複雑多岐にわたる問題の対応
については、法律相談等の専門相談を
活用し解決を目指します。
　戸別訪問により市民のニーズを伺う
とともに、地域課題の把握に努めま
す。

事業費 4,735 千円 予算書 76～77 ページ
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消費者生活相談事業

　平成３０年３月１日の消費生活セン
ターの開設により、一層の消費者行政
の強化を図ります。消費生活センター
では、消費者の安全・安心を守り、市
民の豊かな消費生活の実現を支援する
ため、消費生活に関する相談に対応
し、被害の未然防止や救済・解決を支
援します。

事業費 2,157 千円 予算書 294～295 ページ

豊かな消費生活の実現を支援します 悩みごと相談室

巡回バス運行事業

市民のための公共交通となるＮ－バスを運行します 安心安全課

　平成２８年４月のＮ－バス再編以
降、大型商業施設が開店し、市内の交
通情勢が変化してきていることを鑑
み、利用者の利便性の向上を図るため
Ｎ－バスダイヤの再編を行います。
　また、平成２９年度に続き年末の試
行運行を行います。

巡回バス運行事業

ページ事業費 118,454 千円 予算書 122～123
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　北中学校区に市内で３か所目となる
防災倉庫を建設し、災害発生時のため
の救援物資の備蓄を行います。平成２
８年度に策定した「北中学校区防災倉
庫整備構想」にて実施した施設規模や
建設場所の検討及び選定に基づき、防
災倉庫の設置工事を行うものです。こ
の防災倉庫の設置により、救援物資の
各中学校区での分散備蓄を図ります。

事業費 50,000 千円 予算書 128～129 ページ

災害時の「備え」の拡充を行います 安心安全課

北中学校区防災倉庫設置工事 新規

防災士資格取得助成事業 新規

防災士の資格取得を助成します 安心安全課

　市民の防災士の資格取得は、地域の
防災力の向上のために寄与するもので
す。そのため、個人で防災士の資格取
得をした市民の方に対して、資格取得
に要した費用の一部を助成します。

防災士資格取得助成事業 新規

ページ事業費 210 千円 予算書 126～129
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　民生家庭部門のCO 排出量を削減する
ため、新築住宅は、太陽光発電システ
ムに加えて、家庭用エネルギー管理シ
ステム(HEMS)、定置用リチウムイオン
蓄電池設置または電気自動車等充給電
設備の３点同時設置に対して、既築住
宅は太陽光発電システム設置に対して
加算補助し、また、断熱窓設置に対し
ても補助金を交付します。

事業費 3,180 千円 予算書 256～257 ページ

地球温暖化抑制の取り組みを支援します 環境課

地球温暖化対策設備導入促進補助事業

自然環境保全事業

生物多様性を守ります 環境課

　外来種駆除活動及び市内に生息、生
育する貴重動植物の保護・保全を市民
と協働で継続的に行います。
　また、貴重種が多く生息・生育する
自然性の高い地域及び開発等で環境が
変化した地域において自然環境追跡調
査を行います。

自然環境保全事業

ページ事業費 6,470 千円 予算書 256～257
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　史跡長久手古戦場保存活用計画及び
古戦場公園再整備基本計画を基に、国
指定史跡長久手古戦場としての貴重な
文化財を保存継承し、長久手古戦場野
外活動施設の見直しも含めて古戦場一
帯を有効活用し、歴史の学びの場、体
験の場、交流の場の拠点となるよう古
戦場公園再整備事業を行います。

事業費 44,773 千円 予算書 418～419 ページ

長久手古戦場を保存継承するとともに有効活用します 生涯学習課

古戦場公園再整備事業

スポーツ施設整備事業

健康・スポーツの交流拠点等の整備を実施します 生涯学習課

　第５次総合計画の主要プロジェクト
である「健康スポーツ拠点スポーツ
ターミナルの整備」方針に基づき策定
した長久手市スポーツ施設整備等基本
構想を基に、今後１０年を目処として
新たなスポーツ施設（スポーツターミ
ナル）等の整備を実施します。整備に
あたっては公民連携手法の導入を検討
します。

スポーツ施設整備事業

ページ事業費 4,800 千円 予算書 430～431
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ホール公演事業

文化財事務事業（文化財古民家補修等工事） 新規

古民家を保存継承するとともに有効に活用します。 生涯学習課

江戸時代後期の建築とされ、市内に現
存する最古の古民家を国登録有形文化
財にすることを目指すとともに、この
地域のくらしや歴史文化を後世に伝
え、ふるさとの景観を残していくた
め、当該古民家を修復し、また保存活
用していきます。

事業費 11,719 千円 予算書 414～417 ページ

　平成30年度文化の家事業は、これま
で行ってきた市民と積極的な連携によ
るまちづくりの推進を充実させるとと
もに子育て世代が多く在住する現状を
踏まえて親子向けの事業の拡充を主要
テーマと考えます。事業展開の中で、
市民団体との連携や市民の参加を取り
入れて、事業の一部を担ってもらう仕
組み作りを考えていきます（平成30年
度は、おんぱく、シネマ会議、フレン
ズ事業など）。

事業費 35,674 千円 予算書 410～413 ページ

文化にふれる場を提供し、市民のアイディアを取り入れます 文化の家

ホール公演事業

平成28年度
市民とつくる事業の発足

（おんぱく、NAF、シネマ会議など）
↓

平成29年度
市民主体の事業への開始
（シネマ会議、NAFなど）

↓
平成30年度

市民主体の事業への展開
（おんぱく、NAF、シネマ会議など）
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　市民の抱える福祉ニーズが多様化、複雑化してきている中、高齢、障害、子育
て、生活困窮など多分野に渡る相談を包括的に受け止めるため、悩みごと相談室
を司令塔に、地域包括支援センター圏域ごとに相談支援包括化推進員を配置し
て、制度の狭間の問題や、世帯が抱える複合的課題に対し、各相談支援機関等と
の連絡調整・コーディネートを行います。

「我が事・丸ごと」地域共生社会の実現を目指して 福祉施策課

多機関協働相談支援包括化推進事業 新規

ページ事業費 19,829 千円 予算書 162～165

地域力強化推進事業 新規

　住民に身近な圏域において、住民が主体的に地域生活課題を把握し「我が事」
として捉え、こうした課題を地域で「丸ごと」受け止め、住民が自ら解決してい
ける地域づくりに取り組みます。
　この地域づくりの推進役として、ＣＳＷ（コミュニティソーシャルワーカー）
を全小学校区に配置していきます。

事業費 41,416 千円 予算書 164～165 ページ

「我が事・丸ごと」地域共生社会の実現を目指して 福祉施策課

地域力強化推進事業 新規
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⑷　福祉部



まざって暮らす地域共生社会の実現 福祉施策課

 これまで全国各地で開催されてきた
「介護保険推進全国サミット」を、国
が提唱する「地域共生社会の実現」を
テーマとした、「地域共生社会推進全
国サミット」へ移行して開催します。
　サミットにおいては、講演・パネル
ディスカッション、分科会を通じて
「地域共生社会」の考え方を広く普及
し、参加者の意識啓発・資質の向上を
図ります。

地域共生社会推進全国サミット事業 新規

ページ事業費 23,500 千円 予算書 164～165

障がい者相談支援事業

　ながふく障がい者プランに基づい
て、障がい者相談支援センターを「基
幹型」に移行し相談員を増員します。
　また、障がい者の就労支援を推進す
るため、障がい者と事業所等のつなぎ
役等となる就労支援コーディネーター
を新たに配置します。
　これらにより、障がいのある人が生
涯にわたり適切な支援を受けることが
できる体制を整備し支援の充実を図り
ます。

事業費 33,047 千円 予算書 180～183 ページ

障がいのある人の生活を支援するため障がい者相談支
援体制の充実を図ります。

福祉課

障がい者相談支援事業
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経済的に困窮している人に包括的、
継続的な自立支援を行います。

福祉課

　生活困窮状態から早期に脱却するこ
とを目指し、包括的かつ継続的な支援
として、自立相談支援、就労支援、家
計相談支援、学習支援、個別訪問の事
業を実施します。特に近年、子どもの
貧困対策の強化が求められているた
め、中学生対象の学習支援事業を更に
充実させ、年間を通して事業を実施し
ます。学力の維持・向上を支援し、家
庭の他に安心して過ごせる居場所を提
供します。

生活困窮者自立支援事業

ページ事業費 21,759 千円 予算書 242～245

障がい者地域生活体験グループホーム事業 新規

事業費 600 千円 予算書 178～179 ページ

障がい者が地域で自立した生活を
送るための制度を整備します。

福祉課

障がい者地域生活体験グループホーム事業 新規

　ながふく障がい者プランに基づいて、グループホームでの生活を体験できる制
度を整備します。
　これにより、多くの方にグループホームでの生活を体験してもらうことができ
るとともに、障がい者本人及び家族が、将来の生活をイメージすることができま
す。
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ひとり暮らし高齢者等の日常生活の不安を軽減します 長寿課

　在宅で急病や事故などに遭うリスク
が高い、ひとり暮らし高齢者、７５歳
以上のみの世帯、重度身体障がい者等
の自宅に緊急通報システムを設置する
ことで、日常生活上の不安を軽減し、
円滑な救助及び援助を行います。

緊急通報システム事業

ページ事業費 10,210 千円 予算書 168～171

介護職員確保事業（介護職員初任者研修等受講料助成金） 新規

　介護職員を確保し人材不足解消を図
るため、介護職員初任者研修もしくは
実務者研修を修了した人で、修了後新
たに市内介護事業所へ6か月以上勤務し
た人を対象に、当該研修費について、
補助金（１人10万円を限度とする）を
支給します。

事業費 1,350 千円 予算書 174～175 ページ

介護職員の人材不足解消を図ります 長寿課

介護職員確保事業（介護職員初任者研修等受講料助成金） 新規
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福祉の家を健康増進の拠点とします 長寿課

　老朽化が進む設備の更新、大規模な
修繕を計画的に実施するための調査を
実施します。
　また、公民連携による再整備事業の
可能性の検討を進める一方、利便性向
上のため、施設の利用方法等は、随時
見直しを行います。

福祉の家整備事業

ページ事業費 11,700 千円 予算書 188～189

地域いきいき事業

　市民、企業、ＮＰＯ等の多様な主体
が参画し、どこでもいきいき運動教室
などの健康づくり活動やワンコイン
サービスなどの支え合い活動をはじ
め、地域での介護予防や生活支援の新
しい活動が創出されるような支援を行
います。

事業費 31,925 千円 予算書 558～559 ページ

市民主体の介護予防・生活支援を創出します 長寿課

地域いきいき事業
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認知症になっても住み慣れた地域で生活を
継続できるよう支援します

長寿課

　認知症になっても住み慣れた地域で
生活を継続するために、認知症地域支
援推進員を配置し、認知症理解の普及
啓発や相談体制の充実等を図ります。
　また、認知症サポーター養成講座や
認知症家族交流会を開催するほか、認
知症の人やその家族が気軽に参加でき
る地域のサロンが増えるような支援を
行います。

包括的支援事業（認知症地域支援推進委託）

ページ事業費 7,337 千円 予算書 560～561

包括的支援事業（認知症初期集中支援チーム事業） 新規

　認知症の疑いがあっても本人に病識
が無く、治療が遅れるケースがありま
す。医療職と介護職で構成される認知
症初期集中支援チームは、認知症が疑
われる人や家族を訪問し、早期対応を
専門的に行います。また、認知症専門
医がチーム員と情報を共有し、かかり
つけ医につなぐことで、重症化する前
の対策を行います。

事業費 2,090 千円 予算書 560～561 ページ

認知症の早期発見・早期対応を推進します 長寿課

包括的支援事業（認知症初期集中支援チーム事業） 新規
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障がいのある児童等に対して適切な支援を行います 子育て支援課

　長久手市障がい者相談支援センター
で実施している障がいのある児童を対
象とした相談支援業務について、支援
が必要なケースが著しく増加している
こと、また同センターの｢基幹型｣への
移行に合わせ、新たに相談員を１人増
員して支援体制の強化を図ります。

相談支援事業委託（障がい児対応）

ページ事業費 10,200 千円 予算書 190～193

子ども・子育てに関する基礎調査業務委託 新規

　平成３１年度に実施予定の長久手市
子ども・子育て支援事業計画の改訂作
業に必要な基礎調査を行います。ま
た、本調査に合わせ、子どもの貧困対
策に向けた、子どもを取り巻く家庭の
生活実態を把握するための調査を行い
ます。

事業費 2,644 千円 予算書 196～199 ページ

子ども・子育て支援事業計画の改訂等
に向けた基礎調査を行います

子育て支援課

子ども・子育てに関する基礎調査業務委託 新規
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要保護児童対策の充実に向けて相談員を増員します 子育て支援課

　児童虐待への対応等の要保護児童対
策について、相談業務や一時保護への
対応等、支援が必要なケースが増加し
ていること、また児童相談所から市へ
の事案送致に対応する必要があること
から、家庭相談員を１人増員して支援
体制の強化を図ります。

要保護児童対策事業の拡充

ページ事業費 4,551 千円 予算書 198～199

放課後児童クラブ整備事業 新規

　小学生の放課後の安全な居場所を確
保、充実するため、小学校の敷地内に
おいて、児童クラブと放課後子ども教
室を運営するための建物を整備しま
す。本事業では南小学校に別棟を整備
し、平成30年度中に開設します。

事業費 173,750 千円 予算書 200～203 ページ

児童クラブと放課後子ども教室との一体型を実現します 子育て支援課

放課後児童クラブ整備事業 新規
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発達に心配のある児童の親子の居場所の充実を図ります 子育て支援課

　発達に心配のある就学前の児童を対
象とした親子通園施設「すぎのこ教
室」は、近年、通園者数が増加傾向に
あることから、定員を１日当たり１０
人から１６人に拡充して２クラス制と
し、増加する通園者に対応していきま
す。

すぎのこ教室運営事業の拡充

ページ事業費 2,541 千円 予算書 206～207

障がい児保育実施事業

　現在、上郷・長湫東・長湫北・長湫
南・市が洞・アスクはなみずき・アイ
ンながくて・アートチャイルドケア長
久手の８保育所で障がい児の受け入れ
を行っていますが、平成30年度からは
新たに色金保育園において受入れを開
始します。

事業費 8,740 千円 予算書 208～209 ページ

色金保育園で新たに障がい児保育の受け入れを開始します 子育て支援課

障がい児保育実施事業
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長湫北保育園は土曜日の開園時間を午後６時までに延長します 子育て支援課

　保護者の就労の多様化により、土曜
日において家庭での保育が困難である
子どもに対して、児童の福祉の向上を
図るため、長湫北保育園の土曜日の保
育時間を、現在の午後２時までから午
後６時までに延長します。

土曜保育の拡充

ページ事業費
130,009

(うち2,613)
千円 予算書 210～211

休日保育の実施 新規

　保護者の就労の多様化により、日曜
日、国民の祝日及び休日において家庭
での保育が困難である子どもに対し、
児童の福祉の向上を図るため、市内民
間保育所１園で休日保育を新たに開始
します。
　市内の保育所等に入所し、平日と同
じ理由で保育が必要であると認められ
る子どもが対象です。

事業費
473,628

(うち8,574)
千円 予算書 226～227 ページ

民間保育所で日曜・祝日の保育を開始します 子育て支援課

休日保育の実施 新規
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市内医療機関で新たに病児保育を実施します 子育て支援課

　現在、市外の医療機関で実施してい
ますが、利便性の向上を図るため、平
成30年4月から市内の医療機関で病児保
育を実施します。

病児・病後児保育事業

ページ事業費 25,012 千円 予算書 226～229

上郷保育園改築事業

　現農村環境改善センター多目的広場
（グラウンド）において、上郷保育
園、上郷児童館（児童クラブ室含む）
及び児童発達支援センター（すぎのこ
教室を含む）の一体的な整備に向け
て、設計業務を進めます。
　保育園及び児童館は平成32年度の開
設、児童発達支援センター（すぎのこ
教室含む）は平成33年度の開設を目指
します。

事業費 71,364 千円 予算書 228～229 ページ

東小学校区の子どもの機能を集約します 子育て支援課

上郷保育園改築事業
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待機児童解消策に向けて、0～2歳児の
保育の受け皿を増やします

子育て支援課

　長久手市子ども・子育て支援事業計
画に基づき、待機児童の解消に向け、
平成31年4月に小規模保育事業を2園開
設します。
　事業の実施のためにやむを得ず施設
改修等が必要となる場合には、国の補
助金である保育対策総合支援事業費補
助金の範囲内で補助を行います。

小規模保育事業

０～２歳児クラス

定員（最大）１９人

小規模保育等整備事業 新規

ページ事業費 33,000 千円 予算書 228～229

（仮）北児童館整備事業

　旧長湫北保育園の跡地において、現在の
下山児童館から児童館機能を移設し、地域
住民や住民団体などが気軽に集まり、語ら
い、地域のための様々な取組みを行うため
の拠点となる地域共生ステーションとの併
設とし、北小学校区の人々が集まる複合施
設を整備します。
　平成31年中の開設を目指し、平成30年度
は、旧園舎の解体工事とともに、複合施設
の設計業務を進め、建設工事の着手を目指
します。

事業費 94,000 千円 予算書 240～241 ページ

北小学校区に、新たな児童館と共生ステーションを整備します 子育て支援課

（仮）北児童館整備事業
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世帯状況や利用状況に応じた負担軽減
のための助成制度を新設します

子育て支援課

　病児・病後児保育の利用料につい
て、市民税非課税世帯や生活保護世
帯、ひとり親等世帯、きょうだい同時
利用の場合といった、世帯状況や利用
状況に応じた負担軽減のための助成制
度を新設します。

きょうだい同時 

　市民税非課税・生活保護　ひとり親等世帯 

病児・病後児保育事業 新規

ページ事業費 500 千円 予算書 228～229

保健衛生普及事業

　糖尿病のリスクを抱えた人を対象に
糖尿病教室や減塩の取組により生活習
慣の改善を促すことで糖尿病の重症化
による人工透析への移行を防ぎます。

　薬の飲み過ぎ等によるリスク防止の
ため、同じ効能の薬を複数処方されて
いる人に新たに服薬情報のお知らせを
行います。服薬情報を自分で管理でき
るようにして重複服薬を防ぎます。

事業費 6,428 千円 予算書 490～491 ページ

自分の健康、自分で守る 保険医療課

保健衛生普及事業
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自殺対策の推進 健康推進課

　平成28年4月1日の改正自殺対策基本
法の施行により、「誰も自殺に追い込
まれることのない社会」の実現を目指
して、全ての都道府県及び市町村に地
域の実情を勘案した「自殺対策計画」
の策定が義務付けられ、平成30年度中
の策定が国から求められている事業で
す。計画には、本市における自殺の特
徴、自殺対策における取組、推進体制
等について定めます。

地域自殺対策計画策定業務委託 新規

ページ事業費 3,200 千円 予算書 248～249

健康づくり計画推進事業

　市民の健康増進を図るため、平成25
年度に策定した第2次健康づくり計画に
基づいて、85歳又は90歳以上で20本以
上の歯を保持する人を表彰し、生涯を
通じた歯の健康づくりを推進する8520
運動、9020運動を始め、健康マイレー
ジ、ラジオ体操第一の普及、健康展、
健康講座、精神保健福祉士によるここ
ろの相談室、禁煙外来治療費の助成事
業等を実施します。

事業費 3,468 千円 予算書 252～253 ページ

生涯を通じた健康づくりの推進 健康推進課

健康づくり計画推進事業
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橋梁の長寿命化を図ります 土木課

　市内の橋梁について、予防的な修
繕・計画的な架け替えを行うため、橋
梁の長寿命化及び耐震化を実施し、安
全で快適な道路を整えます。

橋梁長寿命化対策事業

ページ事業費 52,900 千円 予算書 304～305

舗装修繕事業

　路面性状調査及び舗装たわみ量調査
で明らかとなった、市内の舗装損傷が
激しい幹線道路について、損傷程度か
ら優先順位を付け、順次修繕を行うこ
とで安心安全で快適な道路を確保しま
す。（舗装修繕工事A=2,150㎡）

事業費 21,000 千円 予算書 304～305 ページ

傷んだ舗装を修繕します 土木課

舗装修繕事業

市道北浦立花１号線

スポーツの杜
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　本市の幹線道路や緊急輸送道路等の路面下の空洞状態を把握し、道路陥没を未
然に防止することで安全で円滑な交通ネットワークを確保します。（調査延長Ｌ
＝26.4㎞）

路面下の空洞を探します 土木課

路面下空洞調査事業

ページ事業費 10,200 千円 予算書 304～305

東島２号線狭あい道路対策事業

　岩作地区生活道路整備基本計画に
沿って、東島２号線を優先路線とし
て、緊急車両の通行が困難な狭あい道
路を解消するため、道路の拡幅整備を
行う必要があります。

事業費 5,500 千円 予算書 306～307 ページ

岩作旧市街地地区の狭あい道路を整備します 土木課

東島２号線狭あい道路対策事業

香流川

東島
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近自然工法で河川を改修します 土木課

　「平成２５年度香流川整備計画」に
て策定された重点整備計画に基づき、
公園西駅周辺について、風景に溶け込
む近自然空間を形成するため近自然護
岸の整備を行います。（Ｌ＝９０ｍ）

香流川近自然河川改修事業

ページ事業費 50,900 千円 予算書 308～311

杁ケ池地区自転車レーン設置工事 新規

蛭子橋
一ノ井橋

　杁ケ池地区において学生等の自転車
と歩行者の通行が錯綜し危険な状況に
あります。自転車と歩行者の円滑で安
全な通行空間を確保するため、自転車
通行指導帯の整備を行います（Ｌ＝
1.1km）

事業費 9,538 千円 予算書 306～307 ページ

自転車の走行空間を作ります 土木課

杁ケ池地区自転車レーン設置工事 新規

杁ケ池体育館
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歩道を新設し、安全向上させます 土木課

　県道岩作諸輪線の歩道未整備区間に
おける歩行者交通の安全確保のため、
水路部を活用した歩行空間の整備を行
います。（延長　Ｌ＝45m）

岩作中根外新設歩道整備事業

ページ事業費 57,002 千円 予算書 306～307

河川浚渫事業 新規

市民野球場

東小

　これまでも、市内を流れる河川にお
いて状況を見ながら浚渫を行ってきま
したが、抜本的な解消には至らず、草
の繁茂や堆積が生じています。長年堆
積している土砂の浚渫を計画的に行
い、河川の流下能力を確保し災害に強
く、またうるおいのある水辺空間を整
えるため、河川の浚渫計画を検討しま
す。

事業費 16,346 千円 予算書 308～309 ページ

川の土砂を掃除します 土木課

河川浚渫事業 新規

市役所

公園西駅
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道路の緑を増やします 土木課

　長久手市内の道路における緑化を推
進するため、市道床寒三ケ峯1号線への
緑化計画を検討します。また、街路樹
が生育不良となっている主要地方道名
古屋長久手線、県道岩作諸輪線、主要
地方道力石名古屋線について道路管理
者である愛知県と協議を進め、再整備
を行います。

道路緑化整備事業 新規

ページ事業費 6,988 千円 予算書 306～307

香流川植栽整備事業

市民野球場
公園西駅

市役所

　「平成２５年度香流川整備計画」に
て策定された重点整備計画に基づき、
香流川中上流域における、香流川植栽
整備を行い、うるおいのある水辺空間
を整えます。また、県管理部分の香流
川下流部において植栽整備を行い、河
川緑化の推進を図ります。

事業費 20,000 千円 予算書 308～311 ページ

川の緑を増やします 土木課

香流川植栽整備事業

市役所
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LED街路灯を導入します 土木課

　コスト縮減及び二酸化炭素の排出抑
制を目的として、平成29年度にLED化導
入に向けた市内の街路灯灯具の調査業
務を行い導入計画を立案し、平成30年
度は導入計画に基づき、街路灯のLED化
工事を行うと同時に10年間のリース契
約を順次開始していきます。

街路灯LED化事業

ページ事業費 6,056 千円 予算書 298～301

北浦・杁ノ洞地区排水路整備事業

道路照明灯及び景観連続照明灯を１０

年間リースでLED化します。

景観連続照明灯道路照明灯

　北浦・杁ノ洞地区の瀬戸市境は現
在、排水が民地内水路を通り本地川へ
流入している状況であり水路用地がな
い状態です。瀬戸市も同様な問題を抱
えており、排水路の整備を予定してい
ることから、本市としても瀬戸市と同
調して、排水路用地を確保し民地内水
路問題を解消する必要があります。

事業費 3,160 千円 予算書 298～301 ページ

排水路を整備します 土木課

北浦・杁ノ洞地区排水路整備事業

H30年度
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長久手らしい景観をつくります 都市計画課

　平成１６年に景観法が施行され、長
久手市は平成１７年９月に景観法に基
づく景観行政団体になりました。魅力
ある景観を創り出し、ふるさと（生命
ある空間）の風景を子どもたちに残す
ため、長久手らしい景観を検討し、魅
力あるまちづくりをめざして景観計画
を策定します。

建築開発事務事業 新規

ページ事業費 8,500 千円 予算書 322～323

都市計画事務事業 新規

　上位計画である「総合計画」及び愛
知県が策定する「都市計画区域マス
タープラン」に即し、また、「土地利
用計画」を踏まえ、都市計画法第１８
条の２に規定された、本市の都市構造
の将来ビジョンを示す「市町村の都市
計画に関する基本的な方針」となる
「長久手市都市計画マスタープラン」
を策定します。

事業費 6,600 千円 予算書 312～313 ページ

長久手市の将来ビジョンを作成します 都市計画課

都市計画事務事業 新規
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住宅倒壊から人命を守る！ 都市計画課

　旧耐震基準の木造住宅を対象とした
無料耐震診断を引き続き実施し、その
結果、耐震化が必要とされた木造住宅
の耐震改修工事費について、費用の一
部を助成します。また、耐震化が必要
な木造住宅を所有する災害弱者に対し
て、耐震シェルター設置費の一部を助
成し、被災時の減災に努めます。平成
30年度には新たに、除却費の一部を補
助し、耐震化率の向上を目指します。

木造住宅耐震事業

ページ事業費 10,552 千円 予算書 322～325

非木造住宅耐震事業

　地震による建築物の被害や人命や財
産の損失の軽減を目的とし、引き続き
旧耐震基準の非木造共同住宅を対象と
した耐震診断・耐震改修設計・工事に
ついて、費用の一部を助成します。

事業費 13,201 千円 予算書 324～325 ページ

住宅倒壊から人命を守る！ 都市計画課

非木造住宅耐震事業
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新規

老若男女に親しまれる公園整備 みどりの推進課

　長久手中央土地区画整理組合の事業
進捗に合わせ公園を整備します。長久
手中央土地区画整理組合地内の公園に
遊戯、修景施設等をバランスよく配置
することにより、高齢者からの子ども
まで利用できる幅広い公園を整備しま
す。長久手中央3号公園面積Ａ＝2,300
㎡

中央地区公園整備事業 新規

ページ事業費 62,126 千円 予算書 316～319

下山地区公園整備事業 新規

　下山土地区画整理組合の事業進捗に
合わせ公園を整備します。下山土地区
画整理組合地内の公園に遊戯、便益施
設等をバランスよく配置することによ
り、高齢者からの子どもまで利用でき
る幅広い公園を整備します。下山公園
面積Ａ＝2,600㎡

事業費 48,126 千円 予算書 316～319 ページ

老若男女に親しまれる公園整備 みどりの推進課

下山地区公園整備事業
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長久手アグリサポートセンター事業 新規

「農あるくらし」を推進します みどりの推進課

　長久手アグリサポートセンターを創
設し、市民の農に関わる取組を応援し
ます。農楽校事業、市民農園事業、農
地のマッチング事業等を実施し、まち
なか農縁事業、農福連携事業を支援し
ます。平成30年度は、農地の現状を把
握するための基礎調査を実施します。

ページ事業費 2,500 千円 予算書 286～289

田園バレー交流施設あぐりん村改修事業 新規

　産直施設の集客を向上させ、市内及
び近隣市町の住民、農家、消費者を巻
き込む交流拠点施設としてさらなる発
展を目指します。平成30年度は、売り
場面積を拡大するための基本計画と基
本設計を実施し、既存の施設と施設を
結ぶ通路上に屋根を増設します。

事業費 19,300 千円 予算書 286～289 ページ

あぐりん村の魅力アップ みどりの推進課

田園バレー交流施設あぐりん村改修事業 新規
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子どもたちの生きる力の育成のため、体験活動を行います みどりの推進課

　平成こども塾事業推進のため次の事
業を行います。
・地域の環境についての体験活動
・体験活動を通じた地域住民との交流
事業
・学校連携事業に伴う体験活動
・その他平成こども塾の設置目的を達
成するために必要な事業

平成こども塾企画事業

ページ事業費 3,842 千円 予算書 396～397

里山基本計画策定委託

　「長久手市里山プラン」に基づき、
里山が本市の新たな魅力となるよう、
土地所有者、地域住民、市民活動団体
及び市民等による適切な保全と利活用
の実行に向けた計画作り及び都市緑地
法等による保全策の検討も行います。
また里山拠点施設の整備に向けた検討
を行います。

事業費 6,400 千円 予算書 284～285 ページ

『行ってみたい「里山」』を目指す みどりの推進課

里山基本計画策定委託
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 区画整理整備事業（公園西駅特別会計）

市東部拠点形成のため、公園西駅周辺土地
区画整理事業を推進します

区画整理課

　平成２５年７月から市施行により実
施している土地区画整理事業に関連
し、事業地区と県道を結ぶ道路との交
差点改良工事等を行います。また、先
導住宅街区の住環境形成を図るため、
地区計画案を策定します。

 公園西駅周辺区画整理関連事業（一般会計分）

ページ事業費 186,250 千円 予算書 320～321

平成30年度

交差点改良工事 地区計画案策定

 区画整理整備事業（公園西駅特別会計）

　地域住民の利便性向上に加え、良好
な市街地の誘導を図るため、リニモ公
園西駅周辺という立地条件を活かし、
平成25年7月から土地区画整理事業を実
施しています。

事業費 543,815 千円 予算書 ページ

市東部拠点形成のため、公園西駅周辺土地
区画整理事業を推進します

区画整理課

626～627
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 区画整理関連事業（公園西駅特別会計）

浄化センター長寿命化事業

　地域住民の利便性向上に加え、良好
な市街地の誘導を図るため、リニモ公
園西駅周辺という立地条件を活かし、
平成25年7月から土地区画整理事業を実
施しています。この中で、地区内の整
備レベルのグレードアップを図るた
め、環境配慮施策工事等を行います。
また、電線類の地中化や公園の設計を
行います。

千円 ページ事業費 58,390 予算書 628～629

市東部拠点形成のため、公園西駅周辺土地
区画整理事業を推進します

区画整理課
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浄化センター長寿命化事業

　浄化センターについては、建築から
２０年以上経過し、機械設備等の老朽
化が進んでおり、効率的な設備更新を
行うため、長寿命化計画を平成２６年
度から策定してきました。策定した計
画に基づき、今年度から長寿命化工事
を行っていきます。

事業費 234,000 千円 予算書 664 ページ

浄化センターの長寿命化を行います 下水道課
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　将来にわたって安定的に事業を継続していくため、中長期的な基本計画である
「経営戦略」を策定します。投資や財源試算、経営健全化及び財源確保について
検討を行います。

経営戦略策定事業 新規

農村集落家庭排水施設長寿命化計画策定事業 新規

経営戦略を策定します 下水道課

ページ事業費 7,600 千円 予算書 661

農村集落家庭排水施設長寿命化計画策定事業 新規

　供用開始後２０年を経過した熊張苑
及び前熊苑について、効率的な設備更
新を行うため、長寿命化計画を策定し
ます。

事業費 3,600 千円 予算書 661 ページ

農村集落家庭排水施設の長寿命化計画を策定します 下水道課
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　公共下水道認可区域882haのうち、平成29年度末で約749haの面整備が完了しま
す。平成30年度は中央地区、公園西駅地区、下山地区、岩作地区の下水管整備工
事を行います。これにより、整備率は約85％になる見込みです。

管渠整備事業（公共下水道）

非常備消防自動車購入事業 新規

計画的に下水管を整備します 下水道課

ページ事業費 342,719 千円 予算書 664

非常備消防自動車購入事業 新規

購入車両イメージ写真

消防団車両を更新します 消防本部総務課

　購入後２３年が経過し、老朽化の著
しい岩作広報車を更新します。岩作地
内は狭隘な道路が多く、そのような場
所での活動が可能な軽自動車をベース
とした小型ポンプ積載車両を整備し、
消防体制の強化を図ります。

事業費 5,268 千円 予算書 330～331 ページ
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防火水槽設置事業 新規

耐震性貯水槽施工イメージ写真

ページ事業費 38,620 千円 予算書 332～333

耐震性貯水槽を設置します 消防本部総務課

　市内都市計画公園に耐震性貯水槽を
計画的に設置することで、大規模地震
による火災対策の充実及び強化を図り
ます。
　公園設置計画に基づき公園西２号公
園では、耐震性貯水槽の設計業務委託
を、また長久手中央３号公園及び下山
１号公園では同設置工事を行います。

北小学校施設整備事業（校舎増築工事）

北小学校の校舎を増築します 教育総務課

北小学校施設整備事業（校舎増築工事）

　北小学校区内では、下山土地区画整
理事業や民間による大型マンションの
開発により、人口急増が見込まれ、そ
れに伴う児童数の増加に対応するた
め、北小学校校舎増築事業を実施して
います。
　平成２９・３０年度の２か年で工事
を行い、平成３１年４月開校を予定し
ています。

事業費
607,787

（うち校舎増築分
406,987）

千円 予算書 352～353 ページ
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ページ事業費
607,787

（うち多目的棟分
200,800）

千円 予算書 352～353

放課後児童の居場所をつくります 教育総務課

　北小学校敷地内に、児童クラブ、放
課後子ども教室及び地域と学校との連
携拠点として使用する施設を新築しま
す。

北小学校施設整備事業（多目的棟新築工事） 新規

長久手中学校施設整備事業（大規模改修工事）

学校施設の長寿命化を図ります 教育総務課

長久手中学校施設整備事業（大規模改修工事）

　長久手中学校の校舎は、建築から４
０年以上が経過し、雨漏りや壁のひび
割れ、床・天井等の破損など施設の老
朽化が進んでいます。屋根・外壁・天
井・内装・電気設備・機械設備等の改
修を実施し、建物の長寿命化を図りま
す。

事業費
226,200

（うち大規模改修分
221,300）

千円 予算書 372～373 ページ

改修前

改修後
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ページ事業費
19,738

（うち校舎増築工事設
計委託分4,600）

千円 予算書 376～377

校舎増築に向けた基本設計を行います 教育総務課

　長湫南部土地区画整理事業等による
人口増に伴う生徒数の増加に対応する
ため、南中学校の校舎を増築します。
平成３０年度に基本設計、平成３１年
度に実施設計、平成３２年度に増築工
事を予定しています。

南中学校施設整備事業（校舎増築工事設計委託）

長久手小学校施設整備事業（亜炭鉱空洞充填工事）

亜炭鉱空洞充填工事を行います 教育総務課

長久手小学校施設整備事業（亜炭鉱空洞充填工事）

　長久手小学校敷地内の地質調査にお
いて、空洞が存在していることが判明
し、過去のデータを含め、１３箇所の
内６箇所で空洞が見つかっています。
安全対策のため地下空洞の充填工事を
行います。

事業費
178,110

（うち亜炭鉱空洞充填
工事176,472）

千円 予算書 342～343 ページ
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教育に関する施策の基本的な計画を作ります 教育総務課

　教育基本法第17条第2項に基づき、現
在の取り巻く環境と平成27年度末に策
定した「教育大綱」を踏まえて、今後
の教育に関する施策の基本的な計画を
平成29・30年度の2か年で策定します。

教育委員会事務事業（教育振興基本計画策定委託） 新規

教育委員会事務事業（要保護及び準要保護児童生徒扶助費） 新規

ページ事業費
256,744（うち教育振興
基本計画策定委託分

4,100）
千円 予算書 334～339

教育委員会事務事業（要保護及び準要保護児童生徒扶助費） 新規

　家庭の経済的な理由により、小学校1
年生から中学校3年生までのお子さんを
就学させるのにお困りの保護者に対し
て、就学援助制度を実施しています。
援助費の一つである、新入学児童生徒
学用品費について、支給時期を入学後
の5月末から、入学前に前倒しします。

事業費
256,744（うち要保護及
び準要保護児童生徒扶

助費分21,677）
千円 予算書 334～339 ページ

就学援助費の入学前支給を行います 教育総務課
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給食物資調達事業

給食センター管理事業

ページ事業費 390,659 千円 予算書 440～441

食を大切にする心を育てる給食めざします 給食センター

　市立小中学校の児童生徒と市立保育
園児の健全育成並びに食育の推進のた
めに、安全で安心なおいしい学校給食
と保育園給食の提供をします。地元産
の野菜をできる限り使用するように心
がけ、食材の地産地消の推進を図りま
す。

給食センター管理事業

　長久手給食センターの施設、機械設
備を適切な状態に保つことで、安心で
安全な給食を子どもたちに提供できる
ようにします。設備・機器類を定期的
に保守点検整備し、計画的に部品交換
するなど、適切に維持管理します。

事業費 76,329 千円 予算書 438～439 ページ

長久手給食センターの施設管理を確実にします 給食センター
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 中央図書館運営事業（図書購入）

市民のための魅力ある図書を収集します。 中央図書館

市民の生活課題や地域課題の解決に役
立つ図書館、地域の情報センターとし
ての図書館を目指すために資料を収集
します。また、平成３０年度は、第２
次子ども読書活動推進計画の事業開始
に伴い、学校連携事業、児童館連携事
業を始めとした児童図書資料のさらな
る充実化を図ります。

事業費 20,000 千円 予算書 402～405 ページ
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単位：千円

基本方針１　万博理念を継承し、自然・環境にこだわるまち 1,154,586
１　環境にやさしいまちをつくる 15,636

（１）地球環境に関する知識の啓発と推進 12,456
・環境基本計画推進事業 5,876

など
（２）温室効果ガス削減の推進 3,180

・住宅用地球温暖化対策設備導入促進費補助金 3,180

２　ごみの減量化・資源化を進める 435,563
（１）ごみの減量化・資源化 426,150

・尾張東部衛生組合負担金 213,565
・ごみ収集及び運搬事業 57,240
・尾張旭市長久手市衛生組合負担金 53,795

など
（２）ながくてエコハウスの活用 9,413

・ながくてエコハウスの管理 9,413

３　公害のないまちをつくる 3,668
（１）発生源対策の推進 3,668

・公害対策事務事業 3,668

４　だれもが憩い親しむ公園緑地を整える 442,612
（１）公園緑地の整備 419,688

・公園新設事業 110,251
・公園維持管理事業 109,419
・緑道維持管理事業 41,894

など
（２）緑化の推進 22,924

・あいち森と緑づくり事業交付金 15,000
・里山保全事業 6,400

など

５　豊かな自然環境を次世代に継承する 711
（１）自然環境の保全 711

・自然環境・生態系保全施設管理事業 711

６　うるおいある水辺空間を整える 142,599
（１）香流側の緑のネットワーク拠点づくり 95,372

・香流川改修事業 95,372

（２）適正な維持管理の強化 47,227
・河川維持修繕事業 30,899
・河川環境整備事業 14,165

など

平成30年度一般会計予算案のあらまし

　一般会計歳出として、第５次総合計画で示された将来像「人が輝き　緑
があふれる　交流都市　長久手」を達成するために次の５つの柱を基本方
針として諸事業を計上しました。
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７　農のあるくらし・農のあるまちを支える 113,797
（１）遊休農地の解消 5,507

・新規就農総合支援事業 2,250
・農楽校事業 1,961

など
（２）環境保全型農業の振興 48,331

・農業用施設維持事業 9,856
・地域農業整備促進事業 5,118

など
（３）都市農村交流・体験活動の拡充 45,345

・長久手田園バレー整備事業 24,764
・田園バレー交流施設管理事業 20,257

（４）自然環境体験活動の推進 14,614
・平成こども塾管理事業 14,614

基本方針２　リニモでにぎわい交流するまち 1,540,539
１　魅力ある市街地を創り出す 217,843

（１）魅力ある新たな市街地の整備 45,613
・リニモテラス整備事業 33,418
・都市計画事務事業 12,061

など
（２）リニモを生かした新しい地域整備 172,230

・公園西駅周辺土地区画整理事業特別会計繰出金 172,230

２　地区の特性に合った住まいを誘導する 10,417
（１）人にやさしく安心・安全な住宅の誘導 10,417

３　安全で快適な道路を整える 434,458
（１）幹線道路の整備 129,754

・環境整備事業 129,754

（２）市道の整備・維持管理 191,555
・市単独事業（道路新設事業） 69,311
・道路維持修繕事業 30,700

など
（３）道路交通の安全確保・円滑化 113,149

・橋梁長寿命化等修繕事業 52,900
・舗装修繕事業 60,249

など

４　下水道を整え、清潔・快適・安全なまちをつくる 605,000
（１）管渠整備 552,000

・下水道事業会計負担金及び補助金（公共下水分） 552,000
（２）下水道計画区域の拡大 53,000

・下水道事業会計負担金及び補助金（農集排事業分） 53,000

５　快適で便利な交通移動を確保する 123,962
（１）リニモを軸とした交通拠点の充実 5,508

・地域公共交通会議負担金 5,184
など

（２）バス路線網整備の充実 118,454
・巡回バス運行事業 118,454
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６　駐車場・駐輪場を整え、良好な生活環境をつくる 4,432
（１）駐車場・駐輪場の確保・整備の検討 4,432

・駐輪場管理事業 4,432

７　魅力ある商工業を活発にする 74,955
（１）商業の振興 74,955

・小規模企業等振興資金貸付預託金 50,000
・商工会補助金 15,500
・信用保証料補助金 4,387

など

８　にぎわいあふれる新たな観光交流を進める 69,472
（１）魅力の創出 69,472

・観光交流協会補助金 18,771
・古戦場公園再整備事業 44,773
・古戦場桜まつり事業 2,609

など

基本方針３　人がいきいきとつながるまち 8,132,773
１　災害に強いまちをつくる 125,924

（１）自主防災組織の確立 2,667
・自主防災用機材の整備 2,667

（２）防災体制の強化 99,351
・北中学校区防災倉庫建設事業 70,600
・災害用資機材購入事業 5,100

など
（３）減災のための支援 23,906

・住宅耐震事業 23,906

２　地域の防犯力を高める 33,468
（１）地域防犯力の向上 17,449

・防犯パトロール事業 15,163
・防犯啓発事業 971

など
（２）防犯ボランティア団体の育成 234

・自主防犯活動支援事業 234
（３）夜間でも安心して歩けるまちづくり 15,785

・防犯街路灯維持管理事業 13,287
・防犯街路灯整備事業 2,498

３　交通安全意識を高める気持ちを育む 55,416
（１）交通安全教育の充実 22,878

・交通児童遊園管理事業 2,073
・交通指導員報酬 12,356

など
（２）交通環境の改善 32,538

・交通安全施設設置事業 29,538
など

４　障害者が暮らしやすいまちをつくる 938,659
（１）相談支援体制の充実 35,738

・相談支援体制の充実 35,738
（２）障害福祉サービスの充実 902,919

・自立支援給付事業 627,345
・障がい援護事業 92,797
・障害者医療費支給事業 83,119

など
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５　ひとり親家庭の自立を支える 192,576
（１）経済的自立の支援 192,576

・児童扶養手当支給事業 125,431
・母子・父子家庭医療費支給事業 28,881
・遺児手当 22,407

など

６　地域で支え合う福祉の仕組みをつくる 450,582
（１）地域福祉計画の策定 5,936

・地域福祉計画策定事業 5,936
（２）地域福祉体制の充実 444,646

・福祉の家管理事業 227,980
・社会福祉協議会補助金 95,164
・地域力強化推進事業 41,416

など

７　生活支援を必要とする住民の自立を支える 225,566
（１）自立生活に向けた支援 225,566

・生活保護扶助費 189,178
・生活困窮者自立支援事業費 21,759

など

８　高齢者の安心な暮らしと生きがいを支える 562,660
（１）介護予防の充実 40,865

・福祉医療事務事業 14,831
・健康増進事業助成金 3,327

など
（２）地域支援体制の充実 12,404

・緊急通報システム事業 12,404

（３）生きがいづくり 420,670
・シルバー人材センター補助金 30,705
・生きがいセンターの管理 8,354
・老人憩の家の管理 2,228

など

９　安心して子育てができる環境をつくる 3,655,007
（１）保育の充実 1,241,379

・民間保育所運営補助事業 473,628
・保育園の運営 403,300
・子ども・子育て支援給付事業 132,519
・市が洞保育園運営事業 98,733
・病児・病後児保育事業 25,012

など
（２）子育て支援の充実 1,967,207

・児童手当 1,271,040
・子ども医療費支給事業 412,451
・児童発達支援事業 255,396

など
（３）児童健全育成事業の充実 446,421

・児童クラブの運営 287,619
・児童館の運営 158,802
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１０　住民を守る消防・救急サービスを充実する 715,783
（１）救急消防体制の強化 676,327

・尾三消防組合負担金 633,044
・防火水槽設置事業 38,620

など
（２）地域消防防災力の強化 39,456

・消防団手当 23,441
など

１１　安心して暮らせる地域の医療体制を整える 66,578
（１）救急医療体制の充実 66,578

・公立陶生病院組合負担金 60,200
など

１２　生活習慣病を予防する保健サービスを充実する 386,309
（１）検診・保健指導の充実 167,598

・成人保健事業 148,159
など

（２）感染症予防の強化 218,711
・予防接種事業 218,711

１３　住民の健康づくりを支える 128,540
（１）健康増進事業の実施 125,072

・母子保健事務事業 119,813
など

（２）健康健康づくり事業の推進 3,468
・健康づくり推進事業 3,468

１４　食育を進め、健康な暮らしを支える 561,730
（１）子どもに対する食育の推進 561,730

・給食物資調達事業 390,659
・給食調理事業 171,071

１５　やすらぎのある墓園を整える 31,011
（１）墓地の拡充 31,011

・卯塚墓園事業特別会計繰出金 30,955
など

１６　安心で安全な消費生活を支える 2,964
（１）消費者相談体制の充実 2,964

・消費生活相談事業 2,157
など
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基本方針４　文化をみがき、人が輝くまち 2,412,337
１　子どもの確かな学力と生きる力を培う 1,825,588

（１）学校施設整備の充実 1,125,223
・北小学校増築事業 607,347
・長久手中学校大規模改修事業 221,300

など
（２）教育内容の充実 700,365

・小学校運営事業 247,460
・中学校運営事業 143,579
・学校講師報酬 87,000
・瀬戸特別支援学校負担金 20,772

など

２　住民の自主的な生涯学習活動を支える 118,645
（１）自主的な学習の支援 96,705

・中央図書館の運営・管理 96,705
（２）学習内容の充実 1,689

・生涯学習推進事業 1,689
（３）学習機会の提供 13,699

・放課後子ども教室事業 13,699
（４）学習の場の充実 6,552

・公民館の運営 3,229
など

３　輝きを持った青少年の育成を支える 2,028
（１）健全な家庭づくりの支援 604

・家庭教育事業 604
（２）青少年健全育成体制の充実 177

・青少年健全育成事業 177

４　文化・芸術に親しむ場と機会を充実する 323,757
（１）文化芸術環境の発展 262,981

・文化の家の管理 196,571
・文化の家企画事業 43,163

など
（２）子どもの文化・芸術体験の充実 1,200

・文化の家アウトリーチ事業 1,200

（３）市固有の伝統文化の継承 59,576
・古戦場野外活動施設の管理運営 26,507
・色金山歴史公園の管理 11,775
・警固祭り補助金 2,000

など
５　だれもが楽しむ生涯スポーツを進める 126,022

（１）スポーツ活動の推進 115,060
・スポーツの杜の管理 42,745
・杁ケ池体育館の管理 19,533

など
（２）スポーツ振興体制の強化 10,962

・体育協会等補助金 2,500
・総合型地域スポーツクラブ運営事業費 3,572

など
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６　男女がともに尊重し、協力し合うまちをつくる 4,845
（１）男女共同参画社会に向けての意識改革と人権尊重 4,845

・男女共同参画推進事業 4,845

７　地域全体で国際交流を進める 11,452
（１）国際交流事業の充実 7,651

・姉妹都市事業 7,651
（２）国際交流協会の充実 3,801

・市国際交流協会補助金 2,923
など

基本施策５　みんなの力を結集する自治と協働のまち 464,719
１　住民と行政が協働するまちづくりを進める 26,057

（１）住民活動がしやすい環境づくり 24,173
・まちづくりセンター管理事業 8,387
・交流プラザの管理・運営 7,231
・まちづくり協働事業 1,122

など
（２）協働事業提案制度の確立 1,884

・協働まちづくり活動助成事業 1,884

２　地域住民が交流する自律的なまちをつくる 58,690
（１）コミュニティ活動拠点の整備 7,237

・集会所修繕補助金 2,950
など

（２）コミュニティ活動の啓発・支援 51,453
・共生ステーション管理事業 20,991
・まちづくり事業交付金 10,800
・コミュニティ推進事業補助金 10,209
・自治基本条例策定事業 1,334

など

３　地域住民が交流する自律的なまちをつくる 1,344
（１）大学連携推進協議会の設置 1,344

・大学連携事務事業 944
など

４　行政情報を提供し、住民意見を聴く機会を充実する 54,080
（１）広報内容の充実 28,536

・広報紙発行事業 25,867
など

（２）ＣＡＴＶの活用 21,965
・ケーブルテレビ番組制作事業 21,965

５　合理的で効果的な行政運営を行う 305,239
（１）効率的な行政運営の確立 265,322

・グループウェアシステム管理事業 37,981
など

（２）公正・透明な行政運営の確立 8,400
・工事関係技術調査 195

など
（３）庁舎の整備 21,788

・庁舎整備事業 21,788
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６　住民の要請に的確に対応する職員を育てる 15,655
（１）人材育成の推進 15,655

・職員研修事業 5,819
など

７　健全な財政運営を維持する 3,654
（１）自主財源の確保 271

・ふるさと寄附金推進事業 271
（２）財政状況の公表 3,383

・新地方公会計事業 3,383

予算総額 千円
千円

19,060,000
総合計画事業費総額 13,704,954
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金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

1 市 税 11,465,466 60.2 10,723,404 61.7 10,746,076 58.3 742,062 6.9 719,390 6.7
2 地 方 譲 与 税 115,000 0.6 115,000 0.7 123,000 0.7 0 0.0 △ 8,000 △ 6.5
3 利 子 割 交 付 金 20,000 0.1 20,000 0.1 22,000 0.1 0 0.0 △ 2,000 △ 9.1
4 配 当 割 交 付 金 70,000 0.4 70,000 0.4 70,000 0.4 0 0.0 0 0.0

5
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

50,000 0.3 67,000 0.4 67,000 0.4 △ 17,000 △ 25.4 △ 17,000 △ 25.4

6
地 方 消 費 税
交 付 金

970,000 5.1 930,000 5.4 1,050,000 5.7 40,000 4.3 △ 80,000 △ 7.6

7
自 動 車 取 得 税
交 付 金

50,000 0.3 29,000 0.2 60,150 0.3 21,000 72.4 △ 10,150 △ 16.9

8
地 方 特 例
交 付 金

60,000 0.3 56,000 0.3 56,525 0.3 4,000 7.1 3,475 6.1

9 地 方 交 付 税 25,000 0.1 25,000 0.1 25,000 0.1 0 0.0 0 0.0

10
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

10,000 0.1 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0 0 0.0

11
分 担 金 及 び
負 担 金

378,047 2.0 373,570 2.1 380,570 2.1 4,477 1.2 △ 2,523 △ 0.7

12
使 用 料 及 び
手 数 料

165,603 0.9 159,470 0.9 159,633 0.9 6,133 3.8 5,970 3.7

13 国 庫 支 出 金 2,183,203 11.5 1,888,745 10.9 2,058,260 11.2 294,458 15.6 124,943 6.1
14 県 支 出 金 1,125,273 5.9 980,230 5.6 1,058,217 5.7 145,043 14.8 67,056 6.3
15 財 産 収 入 10,713 0.1 12,435 0.1 15,618 0.1 △ 1,722 △ 13.8 △ 4,905 △ 31.4
16 寄 附 金 68,702 0.4 50,772 0.3 53,523 0.3 17,930 35.3 15,179 28.4
17 繰 入 金 606,959 3.2 499,333 2.9 658,164 3.6 107,626 21.6 △ 51,205 △ 7.8
18 繰 越 金 100,000 0.5 100,000 0.6 438,729 2.4 0 0.0 △ 338,729 △ 77.2
19 諸 収 入 703,834 3.7 677,041 3.9 660,750 3.6 26,793 4.0 43,084 6.5
20 市 債 882,200 4.6 593,000 3.4 706,900 3.8 289,200 48.8 175,300 24.8

19,060,000 100.0 17,380,000 100.0 18,420,115 100.0 1,680,000 9.7 639,885 3.5
自主財源 13,499,324 70.8 12,596,025 72.5 13,113,063 71.2 903,299 7.2 386,261 2.9
依存財源 5,560,676 29.2 4,783,975 27.5 5,307,052 28.8 776,701 16.2 253,624 4.8
一般財源 13,298,636 69.8 12,515,447 72.0 13,213,302 71.7 783,189 6.3 85,334 0.6
特定財源 5,761,364 30.2 4,864,553 28.0 5,206,813 28.3 896,811 18.4 554,551 10.7

※表示数値未満四捨五入のため、積上げと合計が合わない場合があります。

歳　入　合　計

一般会計歳入予算比較表（平成29年度3月補正後比較）
単位：千円・％

款 名　　　称
平成30年度　Ａ 平成29年度　Ｂ 平成29年度3月補正後　Ｃ

差引Ａ－Ｂ 増減率 差引Ａ－Ｃ 増減率
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金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

1 議 会 費 196,015 1.0 192,686 1.1 191,007 1.0 3,329 1.7 5,008 2.6

2 総 務 費 2,309,479 12.1 2,287,625 13.2 2,572,734 14.0 21,854 1.0 △ 263,255 △ 10.2

3 民 生 費 8,014,265 42.0 6,872,052 39.5 7,111,325 38.6 1,142,213 16.6 902,940 12.7

4 衛 生 費 1,305,378 6.8 1,338,192 7.7 1,367,932 7.4 △ 32,814 △ 2.5 △ 62,554 △ 4.6

5 農 林 水 産 業 費 229,298 1.2 180,752 1.0 179,604 1.0 48,546 26.9 49,694 27.7

6 商 工 費 122,430 0.6 115,444 0.7 119,349 0.6 6,986 6.1 3,081 2.6

7 土 木 費 1,987,283 10.4 1,990,954 11.5 2,307,080 12.5 △ 3,671 △ 0.2 △ 319,797 △ 13.9

8 消 防 費 721,051 3.8 658,218 3.8 705,938 3.8 62,833 9.5 15,113 2.1

9 教 育 費 3,712,263 19.5 3,124,517 18.0 3,260,326 17.7 587,746 18.8 451,937 13.9

10 災 害 復 旧 費 2,118 0.0 2,118 0.0 2,118 0.0 0 0.0 0 0.0

11 公 債 費 430,420 2.3 587,442 3.4 572,702 3.1 △ 157,022 △ 26.7 △ 142,282 △ 24.8

12 予 備 費 30,000 0.2 30,000 0.2 30,000 0.2 0 0.0 0 0.0

19,060,000 100.0 17,380,000 100.0 18,420,115 100.0 1,680,000 9.7 639,885 3.5

※表示数値未満四捨五入のため、積上げと合計が合わない場合があります。

名　　　称
平成30年度　Ａ 平成29年度　Ｂ

歳　　出　　合　　計

一般会計目的別歳出予算比較表（平成29年度3月補正後比較）

平成29年度3月補正後Ｃ
差引Ａ－Ｂ 増減率 差引Ａ－Ｃ 増減率

単位：千円・％

款
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　　　　単位：千円・％

節 細節 平成30年度 平成29年度 差引 増減率

1 報酬 497,452 456,535 40,917 9.0

2 給料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特別職給料 28,000 24,000 4,000 16.7

一般職給料 1,416,300 1,596,400 △ 180,100 △ 11.3

計 1,444,300 1,620,400 △ 176,100 △ 10.9

3 職員手当等 扶養手当 36,000 39,880 △ 3,880 △ 9.7

地域手当 152,900 170,300 △ 17,400 △ 10.2

時間外勤務手当 115,163 108,747 6,416 5.9

管理職手当 47,450 47,790 △ 340 △ 0.7

特殊勤務手当 4,940 6,940 △ 2,000 △ 28.8

期末手当 381,600 409,800 △ 28,200 △ 6.9

勤勉手当 253,800 258,600 △ 4,800 △ 1.9

通勤手当 19,520 22,420 △ 2,900 △ 12.9

住居手当 32,650 37,410 △ 4,760 △ 12.7

児童手当 21,740 24,680 △ 2,940 △ 11.9

休日勤務手当 3,790 19,780 △ 15,990 △ 80.8

夜間勤務手当 5,500 △ 5,500 △ 100.0

議員期末手当 29,159 29,159 0 0.0

単身赴任手当 560 560 0 0.0

管理職員特別勤務手当 239 239 皆増

計 1,099,511 1,181,566 △ 82,055 △ 6.9

4 共済費 短期負担金 113,600 119,700 △ 6,100 △ 5.1

長期負担金 341,500 356,300 △ 14,800 △ 4.2

福祉負担金 5,890 5,970 △ 80 △ 1.3

追加費用 40,300 34,900 5,400 15.5

事務費負担金 5,330 5,970 △ 640 △ 10.7

社会保険料 77,958 70,794 7,164 10.1

雇用保険料 5,132 5,686 △ 554 △ 9.7

労災保険料 2,324 2,243 81 3.6

介護保険負担金 9,930 10,710 △ 780 △ 7.3

その他事業別細節 37,918 39,044 △ 1,126 △ 2.9

共済費 計 639,882 651,317 △ 11,435 △ 1.8

5 災害補償費 102 2 100 5,000.0

7 賃金 424,630 399,725 24,905 6.2

一般会計予算歳出節別細節別集計表
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節 細節 平成30年度 平成29年度 差引 増減率

8 報償費 104,845 104,750 95 0.1

9 旅費 普通旅費 2,667 2,918 △ 251 △ 8.6

特別旅費 12,079 15,807 △ 3,728 △ 23.6

費用弁償 11,029 10,938 91 0.8

計 25,775 29,663 △ 3,888 △ 13.1

10 交際費 議長交際費 400 400 0 0.0

市長交際費 800 800 0 0.0

選挙管理委員長交際費 10 10 0 0.0

農業委員会会長交際費 25 25 0 0.0

消防交際費 30 30 0 0.0

教育委員会委員長交際費 120 120 0 0.0

計 1,385 1,385 0 0.0

11 需用費 消耗品費 167,433 155,748 11,685 7.5

燃料費 5,985 7,902 △ 1,917 △ 24.3

食糧費 2,162 2,306 △ 144 △ 6.2

印刷製本費 81,848 83,533 △ 1,685 △ 2.0

光熱水費 350,322 368,987 △ 18,665 △ 5.1

修繕料 91,944 85,003 6,941 8.2

賄材料費 399,843 393,965 5,878 1.5

飼料費 348 278 70 25.2

医薬材料費 4,372 3,995 377 9.4

計 1,104,257 1,101,717 2,540 0.2

12 役務費 通信運搬費 65,917 74,415 △ 8,498 △ 11.4

広告料 1,827 1,708 119 7.0

筆耕翻訳料 840 627 213 34.0

火災保険料 2,496 2,449 47 1.9

自動車損害保険料 2,165 2,850 △ 685 △ 24.0

損害保険料 9,572 8,847 725 8.2

車検手数料 890 1,544 △ 654 △ 42.4

自動車点検手数料 1,043 1,414 △ 371 △ 26.2

洗車手数料 1,782 1,856 △ 74 △ 4.0

その他事業別細節 85,447 82,791 2,656 3.2

役務費 計 171,979 178,501 △ 6,522 △ 3.7

13 委託料 2,821,146 2,421,997 399,149 16.5
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節 細節 平成30年度 平成29年度 差引 増減率

14 使用料及び 駐車場使用料 396 306 90 29.4

賃借料 道路通行料 954 979 △ 25 △ 2.6

放送受信料 2,154 2,264 △ 110 △ 4.9

自動車借上料 17,594 18,113 △ 519 △ 2.9

ファックス賃借料 30 83 △ 53 △ 63.9

コンピュータ賃借料 95,357 93,377 1,980 2.1

ＡＥＤ賃借料 3,703 2,639 1,064 40.3

コピー機使用料 13,015 12,857 158 1.2

その他事業別細節 209,575 168,953 40,622 24.0

使用料及び賃借料計 342,778 299,571 43,207 14.4

15 2,082,451 1,507,416 575,035 38.1

16 2,085 2,080 5 0.2

17 92,161 4,400 87,761 1,994.6

18 60,905 57,232 3,673 6.4

19 2,885,745 1,619,583 1,266,162 78.2

20 3,283,328 2,942,628 340,700 11.6

21 50,000 50,000 0 0.0

22 627 4,598 △ 3,971 △ 86.4

23 476,330 643,352 △ 167,022 △ 26.0

24 0 0 0 皆減

25 3,339 157,627 △ 154,288 △ 97.9

27 657 1,262 △ 605 △ 47.9

28 1,414,330 1,912,693 △ 498,363 △ 26.1

29 30,000 30,000 0 0.0

合計 19,060,000 17,380,000 1,680,000 9.7

※表示数値未満四捨五入のため、積上げと合計が合わない場合があります。

公課費

繰出金

予備費

扶助費

貸付金

補償、補填及び賠償金

償還金、利子及び割引料

投資及び出資金

積立金

負担金、補助及び交付金

工事請負費

原材料費

公有財産購入費

備品購入費
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単位：千円

都市計画税予算額（Ａ） 819,841

充当事業 予算額 特定財源 充当可能額

公園整備事業費 145,351 90,127 55,224

186,250 4,740 181,510

552,000 0 552,000

33,135 0 33,135

合       計 916,736 94,867 821,869

充当額（Ｂ） 819,841

充当率（Ｂ/Ａ） 100%

差引一般財源 2,028

都市計画税充当事業（平成30年度予算）

下水道整備事業費

公園西駅周辺土地区画整理事
業関連事業費

地方債償還額
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（歳入）

地方消費税交付金（社会保障財源化分） 410,000 千円

（歳出）

社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費 3,970,408 千円

単位：千円

国県
支出金

市債 その他

社会保障財
源化分の地
方消費税交

付金

その他

児童措置事業 1,280,750 1,083,957 38,901 157,892

民間保育所運営補助事業 473,628 202,896 53,517 217,215

病児病後児保育事業 25,012 16,340 1,714 6,958

保育給付事業 132,519 90,698 8,267 33,554

生活保護事業 225,566 167,078 11,562 46,926

小計 2,137,475 1,560,969 0 0 113,961 462,545

国民健康保険事業 467,017 94,243 73,688 299,086

介護保険事業 369,044 2,211 72,513 294,320

後期高齢者医療事業 375,084 40,638 66,111 268,335

小計 1,211,145 137,092 0 0 212,312 861,741

福祉医療事業 621,788 198,230 83,727 339,831

小計 621,788 198,230 0 0 83,727 339,831

3,970,408 1,896,291 0 0 410,000 1,664,117

社会福祉

社会保険

保健衛生

合計

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる
社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

　平成２６年４月１日より消費税率が５％から８％へ引き上げられることに伴い、地方消費税交付金
の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てるものとされていま
す。
　平成３０年度一般会計予算における社会保障施策経費への充当状況については以下のとおりです。

事業名 経費

財源内訳

特定財源 一般財源
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年度 一般会計予算額
対前年
増減率

特別会計予算額
対前年
増減率

企業会計予算額
対前年
増減率

元 5,641,000 △ 4.1 1,727,479 6.3

2 6,666,000 18.2 1,830,933 6.0

3 8,680,000 30.2 4,368,428 138.6

4 8,100,000 △ 6.7 4,647,428 6.4

5 8,900,000 9.9 6,074,755 30.7

6 9,888,000 11.1 6,644,021 9.4

7 10,100,000 2.1 6,263,076 △ 5.7

8 13,820,000 36.8 6,032,394 △ 3.7

9 13,658,000 △ 1.2 5,686,761 △ 5.7

10 10,800,000 △ 20.9 6,155,636 8.2

11 11,240,000 4.1 5,917,982 △ 3.9

12 11,020,000 △ 2.0 6,565,992 10.9

13 12,560,000 14.0 6,566,424 0.0

14 14,190,000 13.0 7,896,441 20.3

15 13,560,000 △ 4.4 8,830,562 11.8

16 14,880,000 9.7 8,434,335 △ 4.5

17 11,280,000 △ 24.2 7,813,172 △ 7.4

18 11,970,000 6.1 7,983,553 2.2

19 12,880,000 7.6 8,238,760 3.2

20 12,630,000 △ 1.9 8,113,333 △ 1.5

21 13,350,000 5.7 7,312,129 △ 9.9

22 15,010,000 12.4 7,496,635 2.5

23 15,380,000 2.5 8,350,524 11.4

24 15,840,000 3.0 10,260,656 22.9

25 15,680,000 △ 1.0 8,444,123 △ 17.7

26 16,010,000 2.1 10,213,771 21.0

27 18,400,000 14.9 11,581,690 13.4

28 18,640,000 1.3 11,386,186 △ 1.7

29 17,380,000 △ 6.8 10,498,399 △ 7.8

30 19,060,000 9.7 8,401,202 △ 20.0 2,699,365 －

一般会計・特別会計・企業会計　予算規模の推移

単位：千円・％
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